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１【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】
　平成27年６月26日に提出いたしました第25期（自　平成26年４月１日　至　平成27年３月31日）有価証券報告書の記

載事項の一部に訂正すべき事項がありましたので、これを訂正するため、有価証券報告書の訂正報告書を提出するもの

であります。

 

２【訂正事項】
第一部　企業情報

第２　事業の状況

４　事業等のリスク

＜事業運営に関するリスク＞

⑨　事業運営に必要な許可について

７　財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

(3）経営成績の分析

第４　提出会社の状況

３　配当政策

６　コーポレート・ガバナンスの状況等

(1）コーポレート・ガバナンスの状況

 

３【訂正箇所】
　訂正箇所は＿＿＿を付して表示しております。
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第一部【企業情報】

第２【事業の状況】

４【事業等のリスク】

＜事業運営に関するリスク＞

⑨　事業運営に必要な許可について

（訂正前）

　当社グループの人材紹介事業は、職業安定法に基づき、有料職業紹介事業として厚生労働大臣の許可（許可番

号：13-ユ-301979）を受けて行っている事業であります。また、当社グループの有している有料職業紹介事業者

の許可の取消については、職業安定法第32条の９に欠格事項が定められております。現時点において認識してい

る限りでは、当社グループは法令に定める欠格事由（法人であって、その役員のうちに禁錮以上の刑に処せられ

ている、成年被後見人もしくは被補佐人又は破産者で復権を得ないもの等に該当する者があるもの）に該当する

事実を有しておりません。しかしながら将来、何らかの理由により許可の取消等が発生した場合、また職業安定

法の改定により法的規則が変更された場合には、当社グループの事業及び業績に影響を与える可能性がありま

す。

 

（訂正後）

ａ．人材紹介事業

　当社グループの人材紹介事業は、職業安定法に基づき、有料職業紹介事業として厚生労働大臣の許可（許可

番号：13-ユ-301979）を受けて行っている事業であります。また、当社グループの有している有料職業紹介事

業者の許可の取消については、職業安定法第32条の９に欠格事項が定められております。現時点において認識

している限りでは、当社グループは法令に定める欠格事由（法人であって、その役員のうちに禁錮以上の刑に

処せられている、成年被後見人もしくは被補佐人又は破産者で復権を得ないもの等に該当する者があるもの）

に該当する事実を有しておりません。しかしながら将来、何らかの理由により許可の取消等が発生した場合、

また職業安定法の改定により法的規則が変更された場合には、当社グループの事業及び業績に影響を与える可

能性があります。

 

ｂ．採用支援事業

　当社グループの採用支援事業においては、「労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に

関する法律」（以下、「派遣法」という。）に基づき、厚生労働大臣の許可（許可番号：般27－010223）を受

けて行っている業務が一部あります。

　当社グループの有している一般労働者派遣事業者の許可の取消については、派遣法第14条に欠格事項が定め

られております。現時点において認識している限りでは、当社グループは法令の定める欠格事由に該当する事

実を有しておりません。しかしながら将来、何らかの理由により許可の取消等が発生した場合、また派遣法の

改定により法規制が変更された場合には、当社グループの事業及び業績に影響を与える可能性があります。

 

７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(3）経営成績の分析

（訂正前）

（省略）

　当連結会計年度の経常利益は、624,634千円（前年同期比33.1%増）となりました。これは主に、東京証券取引

所マザーズ市場への上場費用が発生したことによるものです。

（省略）

 

（訂正後）

（省略）

　当連結会計年度の経常利益は、624,634千円（前年同期比34.8%増）となりました。これは主に、東京証券取引

所マザーズ市場への上場費用が発生したことによるものです。

（省略）
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第４【提出会社の状況】

３【配当政策】

（訂正前）

　当社の剰余金の配当は株主各位への利益の還元を重視しつつ、将来的な成長戦略などを総合的に勘案して決定して

おります。上記の方針に基づき当期配当は、普通配当30円に記念配当（東京証券取引所マザーズ上場記念配当）５円

を加え35円とすることを取締役会で決定いたしました。その結果、当事業年度の配当性向は38.8％となりました。

（省略）

 

（訂正後）

　当社の剰余金の配当は株主各位への利益の還元を重視しつつ、将来的な成長戦略などを総合的に勘案して決定して

おります。上記の方針に基づき当期配当は、普通配当30円に記念配当（東京証券取引所マザーズ上場記念配当）５円

を加え35円とすることを取締役会で決定いたしました。その結果、当事業年度の配当性向は43.7％となりました。

（省略）
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

（訂正前）

（省略）

⑨　役員報酬の内容

イ　取締役及び監査役に対する報酬の内容は次のとおりであります。

役員区分
報酬等の総額

（千円）

報酬等の種類別の総額（千円） 対象となる役員

の員数

（人）基本報酬
ストック・オプ

ション
賞与

取締役（社外取

締役を除く。）
73,141 69,641 － 3,500 6

監査役（社外監

査役を除く。）
6,000 6,000 － － 1

社外役員 6,000 6,000 － － 3

（省略）

 

（訂正後）

（省略）

⑨　役員報酬の内容

イ　取締役及び監査役に対する報酬の内容は次のとおりであります。

役員区分
報酬等の総額

（千円）

報酬等の種類別の総額（千円） 対象となる役員

の員数

（人）基本報酬
ストック・オプ

ション
賞与

取締役（社外取

締役を除く。）
63,141 59,641 － 3,500 6

監査役（社外監

査役を除く。）
5,400 5,400 － － 1

社外役員 6,000 6,000 － － 3

　（注）　上記のほかに取締役１名については、当社子会社から報酬等の総額として10,100千円を、監査役１名について

は、当社子会社から報酬等の総額として600千円をそれぞれ支払っております。

（省略）

 

⑰　当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

イ　当社及び子会社の取締役は、法令及び社内規程に従い、財務諸表等の作成を行うとともに、会計監査

人の監査業務遂行に協力します。また、財務報告に係る内部統制についても法令等に基づき、評価、維

持、改善等を行います。

ロ　子会社に対して、取締役または監査役を派遣し、当社の経営方針を共有し意思決定が効率かつ迅速に

行われる事を確保します。

ハ　子会社に対して「関係会社管理規程」に基づき子会社の重要な事業運営に関する事項については、当

社において経営会議での審議、取締役会への付議等を行います。

ニ　内部監査室は、子会社の業務執行及び法令・定款の順守状況やリスク管理状況の確認等を目的として

監査を実施します。

ホ　監査役は、業務監査を通じて子会社における業務の適正の確保を図ります。
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